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第１号議案（１） 

第４１期事業報告書 

 

（2025年 4月１日から 2026年 3月 31日まで） 

 

 当期のわが国経済をみますと、緩やかな回復基調を維持しているものの、米国の通

商政策の不透明感、中東情勢の緊迫化や資源価格の変動、サプライチェーンを巡るリ

スクの高まりにより、経済環境の不確実性が増しています。物価上昇の個人消費への

影響も続いており、こうした内外環境が経済全体の回復に及ぼす影響を注視する必要

があります。 

 当研究所では、４０年にわたり実施してきた「企業経営動向調査」を終了しました。

代わりに、より経済の実態をつかむべく、年２回開催していた「徳島経済調査協議会」

を刷新し、「経済動向調査会」として年４回開催することとしました。本調査会を県

内企業および経済団体が経済情勢について議論する場として活用していきます。 

2025年秋発刊の「徳島経済 115号」では「すてきな徳島」というタイトルで、若年

層から選ばれる徳島の実現について特集しました。次世代を担う人材育成に挑む高専

の取組み、若者意識から見える地域の魅力と課題、食と食育を通じた文化継承の重要

性、シビックプライド醸成や中心市街地活性化など、徳島の将来に関わるテーマを幅

広く取り上げました。 物価上昇が県民生活に及ぼす影響など、地域経済の現状分析

も実施しました。 

直近発刊の「徳島経済 116号」では「稼ぐ力」をテーマとしました。巻頭には先駆

的な県内企業３社による、最先端技術と人の調和が生む新たな付加価値についての議

論を掲載しました。労働生産性の現状、地方企業のスケールアップ、徳島観光の現在

地と AI 時代の誘客戦略等、自社の市場と価値を見つめ直し実際に稼ぐ力を向上させ

た県内企業の成功プロセスの研究に加え、「年収の壁」をめぐる県民の意識と行動に

ついても詳細に分析しています。 

「徳島の経済と産業」2025年度版では、地域の自然環境や社会環境、経済・産業の

構造や特色、県民の暮らしなども含めて、最新のデータを織り込み、近年の徳島県の

実情と変化を取りまとめました。  

調査・研究活動の成果については、刊行物や講演活動、マスメディアなどを通じて

広く各方面へ提供しました。徳島県をはじめとする種々の委員会等への委員就任要請

にも積極的に対応し、情報収集と同時に地域への提言とその実現に努力してきまし

た。 

 これからも、幅広い視野を持って地域経済の調査研究活動を行うとともに、その成

果が地域で生かされ、地域の発展に役立つ研究所を目指して参りますので、なお一層

のご支援のほど、よろしくお願い申し上げます。 
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Ⅰ．調査・研究事業 

１．主要な調査・研究事業 

（１）徳島経済  115号  （発行：2025年 10月） 

   特別編集号 『すてきな徳島』 

   藍の視点 「ある」と「ない」を考える 

   ①鼎談 次世代を拓き地域とつながる高専の挑戦 

独立行政法人国立高等専門学校機構  阿南工業高等専門学校    

校長 大和田恭子氏  

神山まるごと高専 校長 五十棲
い そ ず み

  浩二氏 

公益財団法人徳島経済研究所 専務理事  里 正彦  

②レポート 

・若者意識調査結果から見る、徳島の暮らしとまちの可能性                   

・徳島の未来へつなぐ食と食育               

・「何もない」徳島を変える           

・中心市街地活性化に必要なコンセプト  

・最近の物価上昇と県内の消費動向  

③寄稿 郷土の歩き方「ぶらり時空散歩」 

技術顧問・工学博士 西池氏裕氏 

     

（２）徳島経済  116号  （発行：2026年 4月） 

   特集 『稼ぐ力』 

   藍の視点 「生産性」という言葉の罠 

① 座談会 AI と人材投資で会社を強くする 

西精工株式会社 代表取締役社長 西 泰宏氏 

株式会社 シケン 代表取締役社長 島 隆寛氏 

喜多機械産業株式会社 代表取締役社長 喜多 真一氏 

公益財団法人徳島経済研究所 専務理事  里 正彦 

② レポート 

・労働生産性の現状 

・地方企業のスケールアップ 

・徳島観光の現在地と AI時代の誘客戦略 

・「年収の壁」をめぐる県民の意識と行動 

③ 寄稿 再び「地域の論理」～複合的「世界モデル徳島」構想～ 

技術顧問・工学博士 西池氏裕氏 
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(３)県内企業の最低賃金引き上げ、価格転嫁状況に関する調査 

県内企業における「最低賃金引上げの影響」についてアンケートを実施した。企業

の 53.5%が賃上げを実施、うち 36.4%が「最低賃金を下回るため引き上げた」と回答

した。一方で物価上昇による価格転嫁が進むものの、コストの一部を企業が負担する

動きが続くなか、人員確保のためやむを得ず賃金を引き上げる傾向が強かった。 

 

２．定例調査活動 

（１）徳島県の経済と産業 －2025年版－（発行：2025年７月） 

   徳島県の自然環境や社会環境、経済・産業の構造や特色、さらには県民の暮らし

などを「県勢」「産業」「暮らし」の３分野に分け、最新の各種統計データやトピッ

クスを織り込み、取りまとめている。表紙は、25年ぶりにリニューアルされた「あ

わぎん眉山ロープウェイ」のゴンドラから見える風景をデザインした。 

（２）県内景況調査（毎月） 

   県内における最新の経済・産業動向について、各種経済指標の観察に加え、企業

経営者や業界関係者等との定例的な面談により把握し、その結果を「徳島経済レポ

ート」の形で公表した。 

（３）アンケート調査、その他特別調査 

  ①経済動向調査会の開催 

     県内企業および経済団体が経済情勢について協議する場として、経済動向調査

会を新設し、２回開催した。 

  ②ボーナス支給動向調査 

     県内企業における「夏季」と「冬季」のボーナス支給状況について継続調査を

実施しており「経済トピックス」として公表した。      

  ③賃上げ・初任給動向、採用動向 

     県内企業における賃上げと採用の動向を、アンケート調査実施によりとりまと

め、「経済トピックス」として公表した。 

３．情報提供活動  

（１）各種委員会等への委員の派遣  

   徳島県、徳島市等が設置する審議会や委員会委員などへの就任 合計 68件 

（２）外部からの取材・照会対応 

   マスコミ取材、企業・個人・自治体等からの照会への対応、資料提供 

（３）情報交換会への参加 

  ①地銀経済研究機関情報連絡協議会 

    （地銀系シンクタンクの情報交換会）               ３回 

   ②四国内地銀系シンクタンク四社会            ２回 
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  ③地方シンクタンク協議会                ２回 

 

    

Ⅱ．研修事業 

１．研修会等への講師派遣 

  徳島県、徳島大学等が主催する研修会など、２２回派遣。 

 

２．インターンシップの受入 

  徳島大学インターンシップ協力企業に登録（2002年 4月～毎年登録）。 

  今年度は申込みなし。 

 

Ⅲ．出版事業 

  各種調査・研究成果等を出版物として発刊。 

１．「徳島経済」      （ №115～№116 ） ２回 

２．「徳島経済レポート」   （ №489～№501 ）  毎月１回 

３．「企業経営動向調査」   （ №161～№162 ）  季刊(No.162を以って終了) 

４．「経済トピックス」     （ №144～№145 ）  夏・冬 各１回 

５．「徳島県の経済と産業」 （ 2025年版 ）      １回 

 

Ⅳ．総務事項 

１．理事会の開催 

（１）2025年 5月 13日（火） 

   会場  ザ・グランドパレス 

   議案   ①第 40期事業報告等の承認について 

②理事・監事候補の推薦について 

③評議員候補の推薦について 

④定時評議員会の開催について 

   報告  ①職務執行の状況、財務に関する状況 

（２）2026年 3月 19日（木） 

   会場  ザ・グランドパレス 

   議案  ①第 42期事業計画案および同予算案承認について 

   報告  ①職務執行の状況 

       ②業務執行理事の外部団体役職・委員兼職状況       

２．評議員会の開催 

    2025年 6月 10日（火） 

  会場  ザ・グランドパレス 
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  議案  ①第 40期事業報告等の承認について 

      ②理事・監事の選任について 

      ③評議員の選任について 

             

３．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要について 

（１）当研究所は、業務の適正を確保するため、ガバナンスに関する諸規程を理事会

決議等により定めている。 

（２）理事長および常勤理事は、法令、定款および内部規則等に基づいて職務を執行

し、理事会においてその報告を行った。なお、議事録等は適切に保管している。 

（３）2025 年度事業報告および計算書類等の監査の報告は、12 ページのとおりであ

る。 

 

Ⅴ．附属明細書 

 第 41 期（2025 年 4 月～2026 年 3 月)における附属明細書は、11ページのとおりで

ある。 


